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１．はじめに 

国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）「日本の地域別将来推計人口（平成 30

年推計）」（以下，「地域推計」）では，人口規模の小さい地域における出生率の算出が困難

という理由などにより出生仮定に子ども女性比を用いているため，将来の出生数は推計さ

れていない。しかし地域別の出生数の推移は，人口移動と同様，各地域における人口減少

が進展するにつれて大きな関心が持たれるようになってきており，社人研が次回以降に実

施する地域別将来人口推計において，出生数の推計は主な検討課題のひとつとなっている。

そこで本研究では過去データを活用し，様々な出生指標によって推計した出生数の推計精

度の比較検討を行う。 

 

２．研究の枠組み 

 出生数の推計対象地域は，「地域推計」と同じ 1,799 地域（福島県および 1,798 市区町村）

である。t-5 年と t 年の国勢調査人口，および t-5→t 年の人口動態調査による出生数を用い

て作成した出生指標から t→t+5 年の出生数を推計し，実際の t→t+5 年の出生数との比較を

行う。用いる出生指標は下記のとおりである。 

 

① 総出生率 

② 年齢別出生率 

③ 年齢別出生率（ベイズ推定値） 

④ 標準化出生比 

⑤ 標準化出生比（ベイズ推定値の年齢別出生率から算出した出生数を分子とした場合） 

 

t-5→t年から t→t+5年にかけての全国の指標の動きに連動させる形で地域別の指標を設定

し，出生数の推計を行う。出生数の推計値を実績値と比較し，様々な観点から誤差の分布

とその要因について分析する。 

 

３．分析結果 

 現在，作業の途中であり，推計結果や結果に関する考察は学会当日に報告する。 
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